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向鹿瀬水道施設 管洗管計画策定業務委託 仕様書 

第１章 総則 

第１条 適用範囲 

本仕様書は、「向鹿瀬区配水管洗管計画策定業務」（以下「本業務」という。）に適用され、

阿賀町（以下「甲」という。）と受注者（以下「乙」という。）が履行しなければならない事

項を定める。  

 

第２条 目的 

本業務委託は、向鹿瀬区全域において発生する濁水問題解決に必要な配水管の洗浄計画

を策定し、効果的な洗管作業を安全に実施することを目的とする。 

 

第３条 業務期間 

契約締結日翌日 から 令和 8年 3月 19 日 まで 

 

第４条 業務概念 

本業務を遂行するにあたっては、甲の意図及び目的を十分理解したうえで、相当の経験を

有する技術者を定め、計画的に作業計画を定め、かつ適切な人員を配置し、細心の注意を払

い正確・丁寧にこれを行わなければならない。 

 

第５条 法令等の遵守 

乙は、本業務を実施するにあたっては、関連する法令等を遵守しなければならない。 

 

第６条 守秘義務 

乙は、本業務の実施過程で知り得た情報や結果を、第三者に漏らしてはならない。また、

契約期間満了後も同様とする。 

 

第７条 資料提示 

甲は、乙に対し業務に必要な管路図及び資料類等の関係資料を貸与するものとする。ま

た、提示された関係資料類の取扱いには十分注意し、業務完了時には延滞なく甲に返却する

ものとする。 

 

第８条 業務指示及び監督 

乙は、業務を実施するにあたり、甲が定める担当職員と常に密接に連絡をとり、その指示

及び監督を受けなければならない。 
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第９条 資格要件 

本業務は、管網解析システムを使用し現況分析を行う事で、安全かつ効果的に業務が遂行

されなくてはならない。そのため、乙は国内水道事業者から洗管計画策定業務の実績を有す

ること。 

また、管網解析業務、配水管洗浄計画策定に対して豊富な知識を有する管理技術者及び業

務主任技術者を選出し、次の何れかの資格を有した者でなくてはならない。 

（１）管理技術者 

公益社団法人日本技術士会 技術士（総合技術監理部門/上下水道－上水道及び工業 

用水道）または（上下水道部門/上水道及び工業用水道）かつ公益社団法人日本測量 

協会 測量士の資格を有する者。 

（２）業務主任技術者 

公益社団法人日本技術士会 技術士補（上下水道部門）以上、または公益社団法人 

日本水道協会 水道施設管理技士（管路）2級以上の資格を有する者。 

（３）管理技術者と業務主任技術者は兼務できない。 

（４）契約書提出時に各技術者選任通知書及び、雇用証明書（保険証の写し等）を甲に提 

   出し、承認を得ること。 

（５）他社在籍出向者および派遣社員等を配置することは認めない。 

 

第１０条 安全管理、事故防止及び損害賠償 

乙は、業務実施にあたって、交通の妨害にならないように注意し、事故を未然に防止する

よう協力するとともに、労働基準法等関連法規を守り、円滑にこれを行わなければならない。 

本業務において、事故が発生した場合、乙は適宜適切な処置をとり、すみやかにその旨を

甲に報告しなければならない。 

 

第１１条 品質管理 

 乙は、本業務における品質方針及び品質目標を明確にし、業務手順を文書化して記録を適

切に維持管理すること。業務遂行中に不適合が発生した場合は、速やかに是正措置を講じな

ければならない。 

 

第１２条 個人情報の取り扱い 

乙は、個人情報の保護に関する法令等を遵守し、業務で扱う個人情報の保護についての義

務を負うものとする。よって、貸与資料や各種データの保管、管理を行うなかで、情報の漏

洩があってはならない。 

 

第１３条 身分証明等の携帯 

乙は、現地調査にあたって身分証明書を常時携帯し、腕章を付け、請負社名入りの作業服
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を着用し、正確丁寧に業務を実施するものとする。 

 

第１４条 宅内調査 

調査のため宅地内等に立ち入るときは、その目的を告げ了解を得て立ち入ること。 

疑わしき行動はさけ、地域住民と協調を保ち、いたずらに摩擦を起こさぬよう十分心がけ

ること。 

関係住民の苦情処理は、乙が責任をもって解決するものとする。 

 

第１５条 疑義 

本仕様書、契約書に定めのない事項及び、業務中における疑義が生じた場合は、甲乙が協

議の上、解決するものとする。 

 

第１６条 提出書類 

本業務の契約及び完了にあたっては、甲が定めるもののほか、次の書類を提出し甲の承認

を受けなければならない。 

（１）着手届 

（２）実施計画書 

（３）実施工程表 

（４）管理技術者届及び業務経歴書、保有資格者証、雇用証明書（保険証の写し等） 

（５）業務主任技術者届及び業務経歴書、保有資格者証、雇用証明書（保険証の写し等） 

（６）完了届 

 

第１７条 再委託等の禁止 

本業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 
 

第２章 業務内容 

第１８条 実施数量 

実施数量は以下のとおりとする。 

〇向鹿瀬区配水管 φ１５０ｍｍ～φ５０ｍｍ  Ｌ＝５，４６４ｍ 

（１）作業計画                １式 

（２）水圧測定                                ６箇所 

（３）管網解析モデル作成           １式 

（４）管内カメラ調査             ２箇所 

（５）仕切弁開度調査              １式 

（６）洗管計画概要作成            １式 

（７）報告書作成               １式 

 

第１９条 貸与資料 

業務遂行にあたっては、甲から以下の資料を貸与する。 

（１）既存管路情報システムデータ 

（２）竣工図ファイリングデータ 

（３）水道料金システムデータ（CSV 形式） 

（４）各施設配水量データ 

（５）その他必要なデータ等 

 

第２０条 実施内容 

（１）作業計画（資料収集整理含む） 

乙は、本業務の実施に先立ち、実施計画の立案、資料の収集、工程管理、人員体制 

等の計画を行うものとする。 

また、濁水履歴（苦情情報）、水質検査情報、管路施設情報（配水管路図、管路 

属性、仕切弁属性等）、給水情報（人口、料金使用水量、大口使用者等）、配水 

情報（配水圧、配水量等）の資料を収集し整理を行うこと。 

 

（２）水圧測定 

   乙は、管網の現況把握及び後述の管網解析結果の検証を目的として、水圧測定を実 

   施するものとする。なお、測定結果は管網図と実管網の整合性の確認、バルブ開閉 

   状態の検証および消火栓等からの放水量把握のための基礎資料として活用するも 

   のとする。   

 

（３）管網解析モデル作成 

甲が貸与する既存の管路情報データを、乙が用意する管網解析システムへ取り込 
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みし、配水管、弁栓、給水装置、配水池等施設情報及び、管路施設、給水施設属性 

情報を設定すること。 

また、関連する配水管、給水管、メータ等の接続状況を確認し、未接続箇所は 

全て接続すること。 

甲の水道料金システムから必要な情報を取得し、乙が用意する管網解析システ 

ムの給水装置情報と関連付けること。 

国土地理院から提供されている基盤地図情報から、管網解析に必要となるデー 

タを取得し、取り込みすること。 

甲より貸与された配水量・配水圧データを用いて管網解析モデルを作成し、それ 

が正しく計算されているかを検証すること。 

既存の管路情報システムから出力されたデータを活用し、配水管や給水管、メー 

タ等を簡略化せず施設実態を忠実に再現させること。 

 

（４）管内カメラ調査 

濁水発生の原因の追究を目的として管内カメラ調査を実施するものとする。調査

箇所は目的達成に有効な位置を乙が選定する。選定地点にカメラ挿入に必要な空

気弁等がない場合は、甲が選定地点にサドル付き分水栓を設置する。乙は選定地点

から不断水で内視鏡カメラを挿入し確認・記録を行うこと。なお、調査結果は管内

を含む施設状況把握のための基礎資料として活用するものとする。  

 

（５）仕切弁開度調査 

計画通りの洗管流量を確保し、予期せぬ断水区間や濁水発生を防止するために 

洗管実施区画内仕切弁の開閉調査を行うものとする。 

仕切弁操作に伴う濁水発生の可能性を考慮し、慎重に操作すること。 

調査方法としては、閉止方向に 1～1．5回転ほど回し、仕切弁が止まった場合 

は全閉と判断する。仕切弁が止まらずに回転する場合は回転を最初の状態に戻 

し、開け方向に 1～1．5回転ほど回し、止まった場合は全開と判断する。仕切 

弁開度は確認後、元の状態に戻す。 

上記の作業を実施して判断がつかないものは半開、また上記の作業を実施不可 

能なものは開度不明とし甲に報告すること。 

 

（６）洗管計画概要作成 

   乙は、濁水が発生する原因の確認と施設状況の把握をしたうえで、原因に対して 

   効果が見込めて、安全に実施できる洗管の基本方策を検討することで、目的達成 

   の道筋を立てる。 

   計画策定にあたって、以下の検討内容項目を示す。 
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   （ⅰ）洗管対象 

   （ⅱ）洗管方法 

   （ⅲ）洗管順番 

   （ⅳ）遂行計画 

 

（７）報告書作成 

乙は、実施結果をまとめ現況報告を行うとともに、今後の対策案を検討し報告を 

行うものとする。 

 

第３章 成果品 

第２１条 成果品提出 

成果品類は以下のとおりとする。 

（１）業務報告書・・・・・・・・・・・・・・ １式 

（２）作業日報・・・・・・・・・・・・・・・ １式 

（３）その他必要とするもの 

 

第２２条 成果品検査 

乙は、業務完了時に甲の検査を受けなければならない。 

また、検査において訂正を指示された箇所は、ただちに訂正しなければならない。 

 

第２３条 報告会実施 

乙は、業務報告書提出後、報告会を行うものとする。 

報告会においては、業務の報告にとどまらず、今後の維持管理等についても行うこと。 

 












































